


 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 















積算基準（土木編）令和８年 10 月版 

１－1 

第１章 積算基準 

 

 大阪広域水道企業団が発注する土木工事・業務等における設計金額（予定価格の基礎とな

る額）の算定は、本基準のほか原則として以下の積算基準（本編を含む）及び設計単価によ

るものとする。 

各積算基準・設計単価等が途中改定された場合には、正誤関係については適宜適用し、改

正関係は別途通知により適用するものとする。  

なお、上記によりがたい場合は別途考慮できるものとする。 

 

１－１ 発注工事における積算基準及び諸経費体系表 

上工別 
費目 

積算基準・（諸経費体系） 
備 

考 項 節 

上 水 

営業費用 
委託費 土木工事標準積算基準書 

（国土交通省経費） 
 

工事請負費 

改良費 
単費・起債 水道施設整備費に係る歩掛表 

（国土交通省（水道）経費） 
 

国土交通省補助 

工 水 

営業費用 
委託費 土木工事標準積算基準書 

（国土交通省経費） 
 

工事請負費 

改良費 

単費・起債 ①工業用水道工事設計標準歩掛表 

②水道施設整備費に係る歩掛表 

（経済産業省経費） 

※注 
経済産業省補助 

（注）１．改良費と営業費用の合併の場合は、改良費の積算体系に従うものとする。 

２．本表に記載してあるものは抜粋であるため詳細については所管Ｇと協議すること。 

※注 工事費については①によることとし、①に記載のない事項については②による

ことを原則とする。 

 

１－２ 諸経費体系について 

改良工事 

 

工 種 区 分       工    種    内    容 

 

 

国土交通省（水道）

経費 

 

次に掲げる工事 

①国土交通省補助事業全般 

②上水系の改良工事全般 

 

経済産業省経費 

 

次に掲げる工事 

①経済産業省補助事業全般 

②工水系の改良工事全般 

※１ ① 複数の経費にまたがるような対象工種がある場合で、補助事業が含まれる場合は、

補助事業の方の経費を採用すること。（ただし、上水道・工業用水道両方の補助事業が

対象の場合は、各々の経費で積算し合体する。） 

     ② 改良事業と維持関係工事が混在する場合は、改良事業の経費を採用すること。 

③ 上水道の改良工事と工業用水道の改良工事が混在する場合は、主たる工事（費用の

大きい方）の経費を採用すること。（維持工事も同様とする。）  

④ 工業用水道事業における水管橋工事の施工地域区分については、国土交通省発行の

土木工事標準積算基準書（共通編）（第1編 総則 第２章 工事費の積算）の表－

１工種区分の「鋼橋架設工事」に準じて選択すること。 
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維持工事 

工 種 区 分 工  種  内  容 

河川工事 

河川工事にあって、次に掲げる工事 

  築堤工、掘削工、浚渫工、護岸工、特殊堤工、根固工、水制工、水路工、河床高水敷整正工、

堤防地盤処理工、河川構造物グラウト工、光ケーブル配管工等の補修及びこれらに類する

工事。ただし、河川高潮対策区間の河川工事については「海岸工事」とする。 

 次に掲げる企業団発注の工事（掘削を含み河川で行う工事） 

  ①取水口整備工事（維持工事） 

  ②土砂浚渫工事 

  ③導水暗渠整備工事（掘削を含む維持工事） 

河川・道路 

構造物工事 

河川における構造物工事及び道路における構造物工事にあって，次に掲げる工事 

  1.樋門（管）工、水（閘）門工、サイフォン工、床止（固）工、堰、揚排水機場、 

   ロックシェッド（ＲＣ構造）、スノーシェッド（ＲＣ構造）、防音（吸音・遮音）壁工、

コンクリート橋、簡易組立橋梁、仮橋・仮桟橋、ＰＣ橋（プレキャストセグメントを除

く工場製作桁の場合）等の工事及びこれらの下部・基礎のみの工事 

   ただし，河川高潮対策区間における樋門（管）工、水（閘）門工については「海岸工事」

とする。 

  2.橋梁下部工（ＲＣ構造）、床版工（ＲＣ構造及びプレキャストＰＣ構造） 

  3.ゴム伸縮継手、落橋防止工（ＲＣ構造）、コンクリート橋の支承,高欄設置工（コンク

リート，石材等）、旧橋撤去工（コンクリート橋上下部）、トンネル内装工（新設トン

ネル） 

  4.１・２及び３に類する工事 

   ただし，工種区分の橋梁保全工事に該当するものは除く。また，門扉等の工場製

作及び揚排水機場の上屋は除く 

次に掲げる企業団発注の工事 

 ①水管橋耐震補強工事 

海岸工事 

海岸工事にあって次に掲げる工事 

堤防工、突堤工、離岸堤工、消波根固工、海岸擁壁工、護岸工、樋門（管）工、河口浚渫、 

水（閘）門工、養浜工、堤防地盤処理工及びこれらに類する工事 

 河川高潮対策区間の河川工事にあって、次に掲げる工事  

 築堤工、掘削工、浚渫工、護岸工、特殊堤工、根固工、水制工、水路工、河床高水敷整正工、 

 堤防地盤処理工、河川構造物グラウト工、樋門（管）工、水（閘）門工、光ケーブル配管工、 

 護岸工等の補修及びこれらに類する工事 

道路改良工事 

道路改良工事にあって，次に掲げる工事 

  土工、擁壁工、函（管）渠工、側溝工、山止工、法面工、落石防止柵工、雪崩防止柵工、 

  道路地盤処理工、標識工、防護柵工及びこれらに類する工事 
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維持工事 

工 種 区 分 工  種  内  容 

鋼橋架設工事 

鋼橋等の運搬架設に関する工事にあって，次に掲げる工事 

  1.鋼橋架設工、鋼橋塗装工、鋼橋塗替工、橋梁検査路設置工、高欄設置工（鋼製・ア

ルミ等）、スノーシェッド（鋼構造）、ロックシェッド（鋼構造）、道路付属物を

除く鋼構造物塗替工（水門、樋門、樋管、排水機場等）、床版工（RC構造及びプレ

キャストPC構造を除く）、橋梁下部工（鋼製） 

  2.簡易組立橋の塗装工事及びこれらに類する工事 

  3 鋼橋撤去工（鋼橋に伴う床板撤去含む） 

ただし，工種区分の橋梁保全工事に該当するものは除く。 

 次に掲げる企業団発注の工事 

  ①水管橋塗装工事 

  ②落橋防止工事、水管橋耐震補強工事（上部工単独発注） 

ＰＣ橋工事 

ＰＣ橋に関する工事にあって、次に掲げる工事 

1．工事現場におけるＰＣ桁の製作（工場製作桁は除く），架設及び製作架設に関する

工事 

 2.プレキャストセグメント構造のＰＣ橋工事 

橋梁保全工事 

橋梁（上部工，下部工）に関するすべての保全,補修，補強工事及び 

既設橋梁の橋梁付属物工の修繕工事（塗装，舗装打換え等は除く） 

舗装工事 

舗装の新設，修繕工事にあって，次に掲げる工事 

  セメントコンクリート舗装工、アスファルト舗装工、セメント安定処理路盤工、 

  アスファルト安定処理路盤工、砕石路盤工、凍上抑制層工、コンクリートブロック舗

装工、路上再生処理工、切削オーバーレイ工及びこれらに類する工事 

   ただし，小規模（パッチング等）な工事で施工箇所が点在する工事は除く 

 次に掲げる企業団発注の工事 

① 舗装工事（舗装工事を主体とする維持工事） 

共同溝等工事 

(1) 

共同溝及び地下立体交差工事（地下駐車場,地下横断歩道等）にあって，次に掲げる工事 

  施工方法がシールド工法又は作業員が内部で作業する推進工法による工事 

(2) 

共同溝及び地下立体交差工事（地下駐車場,地下横断歩道等）にあって，次に掲げる工事 

  施工方法が開削工法による工事 
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維持工事 

工 種 区 分 工  種  内  容 

トンネル工事 

トンネルに関する工事にあって、次に掲げる工事 

1.トンネル工事 

2.施工方法がシールド工法又は作業員が内部で作業する推進工法による工事 

ただし、本体工を完成後別件で照明設備、舗装、側溝等を発注する場合、 

又は併用開始後の照明設備、吹付け、舗装、修繕工事等は除く 

砂防・地すべり防止等 

工事 

砂防，地すべり工事及び急傾斜地崩壊防止施設工事にあって，次に掲げる工事 

  堰堤工、流路工、山腹工、抑制工、抑止工、床固工、落石雪崩防止工、集水井工、 

  集排水井ボーリング工、排水トンネル工及びこれらに類する工事 

道路維持工事 

道路にあって次に掲げる工事 

1.管理を目的とした維持的工事 

  2.道路附属物塗替工、防雪柵設置撤去工※１、トンネル漏水防止工、 

トンネル内装工（供用トンネル）、路面切削工、路面工、 

法面工等の維持・補修※2 に関する工事 

  3.道路標識※1、道路情報施設、電気通信設備、防護柵※1、樹木等及び区画線等の設置 

  4.除草、除雪、清掃及び植栽等の緑地管理に関する作業 

  5.１、２、３及び４に類する工事 

    ※1：局部的新設、復旧・更新を主とする場合に適用 

    ※2：法面工の補修については局部的な場合に適用 

 次に掲げる企業団発注の工事・（役務） 

  ①塗装関係工事（管理用地のフェンス等） 

  ②用地整備工事（掘削を含む維持工事） 

  ③道路上における植栽工事 

④緊急工事（蓋補修、漏水修理） 

⑤（弁室機能維持管理）（公道上） 

河川維持工事 

河川維持工事（河川高潮対策区間の工事を含む）にあって、次に掲げる工事 

1.管理を目的とした維持的工事 

2.堤防天端・法面等の補修工事 

3.標識、境界杭、防護柵及び駒止め等の設置 

4.道路における電機通信設備以外の当該設備工事 

5.河川の伐開、除草、清掃、芝養生、水面清掃等の作業 

6.１，２，３，４及び５に類する工事 
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維持工事 

工 種 区 分 工  種  内  容 

下水道工事 

(1) 

下水道に関する工事にあって，次に掲げる工事 

  施工方法がシールド工法又は作業員が内部で作業する推進工法による管渠工事 

 次に掲げる企業団発注の工事 

 ①導水暗渠内面補修（維持工事） 

②管内面の補修（維持工事） 

(2) 

下水道に関する工事にあって，次に掲げる工事 

  施工方法が開削工法又は小口径の推進工法による管渠工事 

 次に掲げる企業団発注の工事 

①一般土木工事（維持工事） 

②管布設工事（維持工事） 

③管体製作工事（維持工事） 

④開削を伴う大規模な弁室整備工事（現道上にて行うもの） 

(3) 

下水道に関する工事にあって，次に掲げる工事 

  ポンプ場工事，処理工事及びこれらに類する工事 

 次に掲げる企業団発注の工事・（役務）（場内等現道交通に影響を与えないもの） 

①一般土木工事（維持工事） 

②管布設工事（維持工事） 

③管体製作工事（維持工事） 

④漏水修理工事 

⑤弁室整備工事 

⑥塗装関係工事（水道施設塗装替工事等） 

⑦用地整備工事 

⑧防水工事 

⑨建物関係工事 

⑩舗装工事 

⑪廃油・ろ布処理 

⑫導水暗渠整備工事（トンネル外面又はオープン部） 

⑬植栽工事 

⑭（除草及び樹木管理） 

（諸経費体系区分 － 下水道(3)又は河川維持又は道路維持、河川や現道等の除

草を同時発注する場合は面積の大きいものを採用） 

⑮（弁室機能維持管理）（用地内） 

(4) 
下水道に関する工事にあって、次に揚げる工事 

下水道の更生工法工事 
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維持工事 

工 種 区 分 工  種  内  容 

公園工事 

公園及び緑地の造成整備に関する工事にあって，次に掲げる工事 

  敷地造成工、園路広場工、植樹工、除草工、芝付工、花壇工、日陰棚工、ベンチ工、 

池工、遊戯施設工、運動施設工、標識工及びこれらに類する工事 

 次に掲げる企業団発注の工事 

①単独で発注する植樹工事（場内で行う維持工事） 

コンクリートダム工

事 

コンクリートダム本体を主体とする工事 

フィルダム工事 
フィルタイプでダム本体を主体とする工事 

電線共同溝工事 
電線共同溝に関する工事 

情報ボックス工事 
情報ボックスに関する工事（耐火防護も含む） 
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１－３ 設計金額の端数処理方法の統一について 

 

端数処理方法  

① 国土交通省（水道）、経済産業省の諸経費体系を使用し積算する工事 

  工事価格は、10,000 円単位とする。 

（工事価格の 10,000 円単位での調整は、一般管理費等で行うものとし、一般管理費等

で算出された一般管理費等の計算額より端数処理前の工事価格の 10,000円未満の金額

を除いた額を計上する。） 

② 国土交通省の諸経費体系を使用し積算する工事 

   工事価格は、1,000円単位とする。 

（工事価格の 1,000 円単位での調整は、一般管理費等で行うものとし、一般管理費等

で算出された一般管理費等の計算額より端数処理前の工事価格の 1,000 円未満の金額

を除いた額を計上する。） 

③ 国土交通省の諸経費体系を使用し積算する業務委託 

   業務価格は、1,000円単位とする。 

（業務価格の 1,000 円単位での調整は、一般管理費等で行うものとし、一般管理費等

で算出された一般管理費等の計算額より端数処理前の業務価格の 1,000 円未満の金額

を除いた額を計上する。） 

④ 国土交通省の諸経費体系を使用し積算する、国土交通・経済産業省補助案件の業務委託 

   業務価格は、10,000円単位とする。 

（業務価格の10,000円単位での調整は、一般管理費等で行うものとし、一般管理費等で算出

された一般管理費等の計算額より端数処理前の業務価格の10,000円未満の金額を除いた額

を計上する。） ※調整の方法は、企業団積算マニュアルを参照  

 

１－４ 管及び弁類歩掛の取扱いについて 

（平成２７年４月１日通知） 

Ｓコードの配管工についての使い分け 

条件値 

① 特殊作業員（旧配管工）を含む       管工事を含む土木工事 

② 特殊作業員（旧配管工）を含まない     土木業者等に発注して管工事を別途 

発注する場合 及び 撤去の場合 

③ 特殊作業員（旧配管工）のみ        管工事のみで発注する場合 

 

１－５ 撤去品処分について 

 

積算における撤去品の取り扱いについて 

現在、工事による発生品処理については、工事内処分を実施することとなっており、積

算を行う場合は、積算方法を統一しますので、以下のとおり行うこと。 

なお、国庫補助事業対象工事は、補助対象外の扱いとなります。 

［分類］ 

１．有価材（ダクタイル鋳鉄管・弁類等） 

「建設物価」または「積算資料」において、スクラップ価格が掲載されているものにつ

いて適用する。 

２．逆有価材 

「建設物価」または「積算資料」において、スクラップ価格が逆有償品となった場合に

ついて適用する。 
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積算フロー 

 

＜鋳鉄管・弁類の場合＞ 

 

 

現場発生品（撤去品）   全重量を計上する。 

 

 

 

現場発生品運搬     運搬費については、現場発生品及び支給品運搬（Ⅰ－

２―③－１）を計上する。 

なお、運搬距離については、現場より最寄の土木事務

所とする。 

 

 

 

スクラップ       スクラップについては、正味重量を計上する。 

                （実スクラップ数量） 

 

 

 

［有価材（ダクタイル鋳鉄管・弁類等）積算方法］ 

 

＊スクラップ計上について＊（計上数量については、実スクラップ数量とする。） 

鋳鉄管等では、モルタルライニング重量を差し引いた重量を計上すること。 

撤去品の区分については、「建設物価」または「積算資料」を参照して下さい。 

価格単価については、積算資料、建設物価を比較し、より高価な方を採用する。 

 

ダクタイル鋳鉄管・弁類等については、故銑（Ｂ）とする。 

故銑（Ｂ） ：普通鋳物の屑。（Ｂは、未解体物） 

積算資料と建設物価の価格を比較し、高価な方を採用すること。 

 

＊積上げにて計上するもの＊（計上数量については、全重量とする。） 

鋳鉄管等では、モルタルライニング重量を含んだ重量を計上すること。 

現場発生品運搬 ：現場発生品及び支給品運搬（Ⅰ－２―③－１）を計上する。 

なお、運搬費用については、現場より最寄の土木事務所までの距離

を計上する。片道のみで回送費は、計上しない。 
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積算フロー 

 

＜鋼管の場合＞ 

 

 

現場発生品（撤去品）   計上数量については、すべて全重量を計上する。 

 

 

 

現場発生品運搬     運搬費については、現場発生品及び支給品運搬（Ⅰ－

２―③－１）を計上する。 

なお、運搬距離については、現場より最寄の土木事務

所とする。 

 

 

スクラップ      スクラップについては、正味重量を計上する。 

               （実スクラップ数量） 

 

 

 

鋼管スクラップ処理の場合、塗覆装の重量等は考慮しないも

のとする。 

 

 

［有価材（鋼管）積算方法］ 

＊スクラップ計上について＊（計上数量については、全重量とする。） 

撤去品の区分については、「建設物価」または「積算資料」を参照して下さい。 

価格単価については、積算資料、建設物価を比較し、より高価な方を採用する。 

 

鋼管については、鉄くず（ヘビーＨ１）とする。 

鉄くず（ヘビーＨ１）：鋼板、形鋼、丸鋼、レール、ポンチ、平鋼、 

ボルトナット、肉厚３㎜以上のパイプ等 

積算資料と建設物価の価格を比較し、高価な方を採用すること。 

 

＊積上げにて計上するもの＊（計上数量については、全重量とする。） 

現場発生品運搬 ：現場発生品及び支給品運搬（Ⅰ－２―③－１）を計上する。 

なお、運搬費用については、現場より最寄の土木事務所までの距離を

計上する。片道のみで回送費は、計上しない 
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１－６ 諸経費及び数量算出（費目比較） 
 

項目 上水改良・拡張(国土交通省（水道）) 工水改良・改築(経済産業省) 維持工事・委託役務(国土交通省) 

電算諸経費体系 Ｆ Ｅ Ｄ １（工事・委託役務） 

数値基準 １－７数値基準(P1－12～13参照) １－７数値基準(P1－12～13参照) 土木工事標準積算基準書（共通編）第５章数値基準参照 

掘削断面 水道施設整備費に係る歩掛表(第１節標準掘削断面参照) 水道施設整備費に係る歩掛表((第１節標準掘削断面参照) 水道施設整備費に係る歩掛表(第１節標準掘削断面参照) 

工事カルテ作成費用 現場管理費に含む 現場管理費に含む 現場管理費に含む 

工損(家屋調査費) 
事業損失防止施設費に積上 

(間接工事費・一般管理費対象外 ※１) 

事業損失防止施設費に積上 

(間接工事費・一般管理費対象外 ※１) 

事業損失防止施設費に積上 

(間接工事費・一般管理費対象外 ※１) 

交通誘導員（積上場所） 直接工事費に積上 直接工事費に積上 直接工事費に積上 

支給品及び撤去品 

運搬(積上場所) 
直接工事費に積上 直接工事費に積上 直接工事費に積上 

特殊製品(二次製品) 

の扱い 
特殊製品(二次製品)の規定なし 特殊製品(二次製品)の規定なし 特殊製品(二次製品)の規定なし 

現場管理費等対象 

支給品材料(#0049) 
管・弁・蓋類 管・弁・蓋類 管・弁・蓋類 なし（※２） 

上記支給品材料 

(#0049)の 

諸経費対象額 

共通仮設費： ５０％ 共通仮設費： ５０％ 共通仮設費： ５０％ 共通仮設費：― 

現場管理費： ５０％ 現場管理費： ５０％ 現場管理費： ５０％ 現場管理費：― 

一般管理費： なし 一般管理費： なし 一般管理費： なし 一般管理費：― 

鋳鉄管製作又は 

購入工事の諸経費 

共通仮設費： ５０％ 共通仮設費： ５０％ 共通仮設費： ５０％ 共通仮設費：― 

現場管理費： ５０％ 現場管理費： ５０％ 現場管理費： ５０％ 現場管理費：― 

一般管理費：１００％ 一般管理費：１００％ 一般管理費：１００％ 一般管理費：― 

鋼管製作又は 

購入工事の諸経費 

共通仮設費： ５０％ 共通仮設費： ５０％ 共通仮設費： ５０％ 共通仮設費：― 

現場管理費： ５０％ 現場管理費： ５０％ 現場管理費： ５０％ 現場管理費：― 

一般管理費：１００％ 一般管理費：１００％ 一般管理費：１００％ 一般管理費：― 
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１－６ 諸経費及び数量算出（費目比較）  
 

 

 

 

項目 上水改良・拡張(国土交通省（水道）) 工水改良・改築(経済産業省) 維持工事・委託役務(国土交通省) 

電算諸経費体系 Ｆ Ｅ Ｄ １（工事・委託役務） 

現場管理費対象額 純工事費＋(管購入製作費＋支給品費)×0.5 純工事費＋(管購入製作費＋支給品費)×0.5 
純工事費＋(管購入製作費＋

支給品費)×0.5 
純工事費 

処分費等の取扱い 

(処分費、上下水道料金、

有料道路通行料金) 

共通仮設費：対象とする 共通仮設費：対象とする 共通仮設費：対象とする 

現場管理費：対象とする       （※３） 現場管理費：対象とする       （※３） 現場管理費：対象とする       （※３） 

一般管理費：対象とする 一般管理費：対象とする 一般管理費：対象とする 

運搬費(積上分) 20ｔ以上の建設機械の貨物自動車等による運搬 など 20ｔ以上の建設機械の貨物自動車等による運搬 など 20ｔ以上の建設機械の貨物自動車等による運搬 など 

契約保証区分 

１．金銭的保証(工事請負契約書４条) 

２．役務的保証 

３．１・２以外 

１．金銭的保証(工事請負契約書４条) 

２．役務的保証 

３．１・２以外 

１．金銭的保証(工事請負契約書４条) 

２．役務的保証 

３．１・２以外（役務委託は３を選択） 

現場環境改善費 現場環境改善費 現場環境改善費 現場環境改善費 

単価表端数処理 

有効数字等 
（諸雑費）有効数字４桁処理をする。 （諸雑費）有効数字４桁処理をする。 （諸雑費）有効数字４桁処理をする。 

諸経費端数処理 

（円止・千円止） 

共通仮設費：千円止め 共通仮設費：千円止め 共通仮設費：千円止め 

現場管理費：千円止め 現場管理費：千円止め 現場管理費：千円止め 

一般管理費：円止め 一般管理費：円止め 一般管理費：円止め 

工事価格 万円止め（一般管理費で調整） 万円止め（一般管理費で調整） 千円止め（一般管理費で調整）（都市整備部独自） 

 

※１：家屋調査(委託諸経費込み)は、♯００４３にて計上し、工事の間接工事費・一般管理費の率計算の対象としない。 

※２：弁室機能維持における支給品(パッキン、ガスケット等)は＃００２０にて計上し、諸経費の率対象としない。 

※３：処分費等が「共通仮設費対象額(Ｐ)」に占める割合の３％とし、３％を超える金額は率計算の対象としない。但し、対象となる金額は３千万円を上限とする。 
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１－７ 数量基準 

（１）設計書の数値基準 

設計積算で使用する数値基準については、全国簡易水道協議会発行の水道事業実務必携

第２部水道施設整備費に係る歩掛表（以下、水道施設整備費に係る歩掛表）の第一編 請

負工事標準歩掛 第１章 積算基準 第３節 数値基準及び国土交通省発行の土木工事標

準積算基準書（共通編）に準じること。 

ただし、水道施設整備費に係る歩掛表の記載項目の一部については下表のとおりとする。 

 

工  種 種    別 積算表示単位 備  考 

一般 
工事延長 

管布設延長 

0.01ｍ 

0.01ｍ 
企業団独自 

2－3 

鋳鉄管布設工 

吊込み据付 0.01ｍ 企業団独自 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｽﾘｰﾌﾞ被覆 0.01ｍ 企業団独自 

2－4 

鋼管布設工 

小口径管布設据付 0.01ｍ 企業団独自 

吊込み据付（機械力・人力） 0.01ｍ 企業団独自 

2－5 

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管布設工 
硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管布設据付工 0.01ｍ 企業団独自 

2－6 

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管布設工 
ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管布設据付工 0.01ｍ 企業団独自 

2－7 

遠心力鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ管布設工 
吊込み据付 0.01ｍ 企業団独自 

2－10 

既設管撤去工 

撤去管吊上げ積込み 0.01ｍ 企業団独自 

石綿管吊上げ積込み 0.01ｍ 企業団独自 

2－11 

鋼製貯水槽設置工 
本体設置 0.01ｍ 企業団独自 

2－12 

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄製貯水槽設置工 
本体設置 0.01ｍ 企業団独自 

4 

シールド工 

ﾄﾝﾈﾙ内整備並びに配管準備 0.01ｍ 企業団独自 

トンネル内配管（鋳鉄管・鋼管） 0.01ｍ 企業団独自 

立坑内配管（鋳鉄管・鋼管） 0.01ｍ 企業団独自 

ｺﾝｸﾘｰﾄ充填工 0.01ｍ 企業団独自 

5－3 

既設管内配管工 

既設管内清掃 0.01ｍ 企業団独自 

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管据付 0.01ｍ 企業団独自 

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管挿入 0.01ｍ 企業団独自 

鋼管引込 0.01ｍ 企業団独自 

巻込鋼管拡管 0.01ｍ 企業団独自 

既設管内調査 0.01ｍ 企業団独自 

備考 ○ 積算表示値未満は四捨五入とする。 

○ 数値が単位限未満になる場合は、実数記入とする。 
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（２）数量計算過程の数値（参考） 

（平成 29年度 実務必携参照） 

計算名称 種別 単位 数量計算過程の数値（四捨五入） 

①土量計算 

幅 ｍ 小数点以下１位止め 

高 〃 〃  １ 〃 

断面積 ㎡ 〃  １ 〃 

平均断面積 〃 〃  ２ 〃 

距離 ｍ 〃  １ 〃 

②法面積計算 

高 〃 小数点以下１位止め 

法長乗率 ― 〃  ３ 〃 

法長 ｍ 〃  １ 〃 

平均法長 〃 〃  ２ 〃 

距離 〃 〃  １ 〃 

③ブロック積（張）面積計算 

高 〃 小数点以下２位止め 

法長乗率 ― 〃  ３ 〃 

法長 ｍ 〃  １ 〃 

平均法長 〃 〃  ２ 〃 

距離 〃 〃  １ 〃 

④コンクリート体積計算 

幅 〃 小数点以下２位止め 

高 〃 〃  ２ 〃 

長 〃 〃  ２ 〃 

⑤型枠面積計算 

幅 〃 小数点以下２位止め 

高 〃 〃  ２ 〃 

法長 〃 〃  ２ 〃 

⑥舗装面積計算 
幅 〃 小数点以下１位止め 

距離 〃 〃  １ 〃 

⑦鋼材（鉄筋含む）重量計算 

幅 〃 小数点以下３位止め 

高 〃 〃  ３ 〃 

長 〃 〃  ３ 〃 

径 ㎜ 整数位止め 

単位重量 ㎏／m 有効数字桁 
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１－８ 設計積算に使用する材料等の価格採用基準 

設計積算に使用する材料等の価格の採用にあたっては、令和８年度 大阪府都市整備部の建

設工事積算基準１－34 ～１－38に準じて行うこと。 

 

 

１－９ 設計積算に使用する物価資料の適用期間 

設計積算に使用する物価資料の適用は、令和８年度 大阪府都市整備部の建設工事積算基

準１－37に準じて行うこととする。 

積算に使用する物価資料の適用月号は、積算開始時点の各月号（1月、2月、3月、・・・・・・

10月、11月、12月号）を使用することとし、以下のとおりとする。（H29.4.1 改訂） 

積 算 開 始 日 
物 価 資 料 使 用 月 （号） 

材 料 単 価 市場単価 

4月1日 ～ 4月30日 4月号 
春 号 

（4月号） 
5月1日 ～ 5月31日 5月号 

6月1日 ～ 6月30日 6月号 

7月1日 ～ 7月31日 7月号 
夏 号 

（7月号） 
8月1日 ～ 8月31日 8月号 

9月1日 ～ 9月30日 9月号 

10月1日 ～ 10月31日 10月号 
秋 号 

（10月号） 
11月1日 ～ 11月30日 11月号 

12月1日 ～ 12月31日 12月号 

1月1日 ～ 1月31日 1月号 
冬 号 

（1月号） 
2月1日 ～ 2月28日 2月号 

3月1日 ～ 3月31日 3月号 
 
 
１－１０ 支給品及び撤去品（現場発生品）運搬 
 

 計上場所 計上方法 使用歩掛（積込取卸・運搬） 

 
維持工事 
 
（国土交通省） 
 

直接工事費 積上げ 

土木工事標準積算基準書［共通編］ 
Ⅰ－２－③－１～４参照 

 
拡張工事 
改良工事 
（国土交通省（水
道）） 
 

直接工事費 積上げ 

 
改築工事 
改良工事 
（経済産業省） 
 

直接工事費 積上げ 
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１－１１ 再生加熱アスファルト混合物及び再生骨材の利用促進 
１．改質アスファルト以外の混合物及びクラッシャランについては、再生材料を使用する

   こと。 
 ２．Ｃ交通及びＤ交通の舗装復旧については、わだち防止のため原則として以下に示すと
   おり、耐流動対策を講じること。 
 

舗装状況 
 
 
 

一般部 交差点部 

Ｃ交通 
 

表層 
 

改質Ａｓ 改質Ａｓ 

Ｄ交通 

 
表層 

 
改質Ａｓ 

改質Ａｓ 
又は反たわみ性舗装 

 
中間層 

 
改質Ａｓ 改質Ａｓ 

 
※改質Ａｓ（アスファルト） 

セミブローンアスファルト・改質Ⅰ型及び改質Ⅱ型のアスファルト・吸油性材料、繊
維質補強材入りアスファルト等の総称である。 

         （H.9.7.1通知） 
３．その他 
（１）再生加熱アスファルト混合物 
 １）工事用仮設道路（仮復旧を含む）の表層及び基層 
 ２）占用工事で当該管理者が認めた舗装の表層及び基層 
 ３）水道企業用地内の表層及び基層 

  品質管理等については、プラント再生技術指針（日本道路協会）によるものとする。 
（２）再生骨材 
 １）工事用仮設道路（仮復旧を含む）の路盤材料及び仮設構造物の基礎材料 

２）占用工事で当該管理者が認めた舗装の路盤材料、小型構造物の基礎材料 
及び裏込め材料 

 ３）企業用地内の路盤材料、小型構造物の基礎材料及び裏込め材料 
         （H.5.8.1通知） 
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１－１２ ＣＯＲＩＮＳ・ＴＥＣＲＩＳ登録について 
１．ＣＯＲＩＮＳ登録費の積算について 

 

 計上方法 

 
維持工事 
 
（国土交通省） 
 

諸経費（現場管理費）に含む 

 
拡張工事 
改良工事 
（国土交通省（水道）） 
 

諸経費（現場管理費）に含む 

 
改築工事 
改良工事 
（経済産業省） 
 

諸経費（現場管理費）に含む 

 
２．ＴＥＣＲＩＳ登録費の積算について 

  ※国土交通省経費のため、諸経費に含むものとする。 
      （H.21.7.21 改訂通知） 



積算基準（土木編）令和８年 10 月版 

１－17 

１－１３ 不稼動係数について 
  不稼動係数  令和８年 10月１日適用 

①  一般工事 

 
地     区 

不稼働係数（Ａ） 
備考 

 計 算 結 果 少数第一位 

 能      勢 1.761  1.8  

 枚      方 1.819  1.8   

 豊      中 1.730  1.7   

 大      阪 1.754  1.8   

 熊      取 1.749  1.7   

 茨    木 1.752  1.8   

 生  駒  山 1.767  1.8   

 堺 1.799  1.8   

 河内長野 1.761  1.8   

 八   尾 1.710  1.7   

 関 空 島 1.693  1.7   

   
 

② シールド工事・推進工事 

 ａ.坑内作業（計算方法は上記と同じ） 

 

 

 
地  区 

不稼働係数（Ａ）  

 計 算 結 果 少数第一位  

 全地区共通 1.490 1.5   

     

 ｂ.坑外作業  

      坑外作業については、一般工事に準ずる。 
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１－１４ 支給品材料（参考質量）・関係参考資料 

種    類 呼び径 高さ（H) 質量（ｋｇ）   

(旧)蓋 

制水弁筐 φ300 150 52   

人孔鋳鉄蓋（普通） 

φ600 75 130   

φ600 150 150   

φ800 150 240   

人孔鋳鉄蓋（重量） 
φ600 150 195   

φ800 150 240   

        平成 10 年１月１２日付水総第３０６号参照 

種    類 
形状寸法 質量（ｋｇ） 

  
呼び径 高さ（H) 上蓋 受枠 計 

蓋 

制水弁筺 

φ300 60 7.5 13 20.5   

φ300 110 7.5 20 27.5   

φ300 150 7.5 21 28.5  

人孔鋳鉄蓋 

φ600 60 45 25 70   

φ600 110 45 47 92   

φ600 150 45 58 103   

φ900 

-φ600 
120 149 85 234   

拠点給水用空気弁又は 

あんしん給水栓用 

人孔鋳鉄蓋 

φ600 60 45 25 70   

φ600 110 45 47 92  

φ600 150 45 58 103  

         

種    類 呼び径 質量（ｋｇ）   

弁類 

単口空気弁 

φ13 12 平成８年３月１５日発行 

φ20 15 日本ダクタイル鉄管協会 

φ25 16 便覧（第９版）P520～521 参照  

双口空気弁 

φ75 70 

〃 
φ100 90 

φ150 160 

φ200 210 

急速空気弁 

φ25 30 

〃 

φ75 30 

φ100 35 

φ150 70 

φ200 170 

制水弁                         

（0.74Mpa，0.98Mpa 共） 

  立形 横形 

〃 

φ50 35   

φ75 50   

φ100 60   

φ125 90   

φ150 100   

φ200 170   

φ250 230   

φ300 320   

φ350 430   
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φ400 540 580 

φ450 710 810 

φ500 920 1,000 

消火栓付 

双口空気弁 

φ75 90 

  
φ100 110 

φ150 165 

φ200 205 

消火栓付空気弁 

（急速） 

  0.74Mpa 0.98Mpa 平成９年１０月１５日付 

φ75 48 47 水総第２３１号参照 

φ100 50 49      

φ150 70 69      

φ200 76 75       

 

 

  

建込キー重量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.5kg／ケ  

5.5kg／m（φ48.6)  

4.5kg／ケ  
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１－１５ 仮設材関係（参考質量） 

 仮設材等参考重量（Ｈ形鋼(生材）・鋼矢板）  

 型  式 単位重量(㎏／m） 幅（㎜）  

 軽量鋼矢板 LSP-Ⅱ 14.8 250  

 SP-Ⅱ 48.0 400  

 SP-Ⅲ 60.0 〃  

 SP-Ⅳ 76.1 〃  

 SP-ⅡA 43.2 〃  

 SP-ⅢA 58.4 〃  

 SP-ⅣA 74.0 〃  

 SP-ⅤL 105.0 500  

 SP-ⅥL 120.0 〃  

 Ｈ－200 49.9 －  

 Ｈ－250 71.8 －  

 Ｈ－300 93.0 －  

 Ｈ－350 135.0 －  

 Ｈ－400 172.0 －  

 １．鋼矢板（SP)は、ランゼル型である。  

注） ２．Ｈ形鋼は、杭用（生材）である。   

     

 仮設材等参考重量（Ｈ形鋼（加工材））   

 規  格 単位重量(㎏／m）   

 200型 55.0    

 250型 80.0    

 300型 100.0    

 350型 150.0    

 400型 200.0    

     

 仮設材等参考重量（アルミ支保関係）   

 名  称 規  格 単位重量（kg／m・本） 

 アルミ製腹起し 120*75*3600 26.9  

 〃 120*120*4000 35.1  

 アルミ製切梁 400～480 4.5  

 〃 450～580 4.9  

 〃 500～650 5.3  

 〃 600～800 6.2  

 〃 800～1000 7.5  

 〃 1000～1300 8.8  

 〃 1200～1600 10.8  

 〃 1400～1800 12.6  

 〃 1600～2100 21.4  

 〃 1850～2350 22.6  

 〃 2100～2600 25.6  

 〃 2350～2850 26.6  

 〃 2600～3100 29.6  
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〔一般的な建設発生土〕 

１－１６ 建設副産物処理工 

１）建設発生土処理フロー 

企業団の建設発生土処理フローを下図に示す。 
 
【 図 建設発生土の処理フロー 】              平成 26 年 11 月 27 日事務連絡参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 注 意 

 (1) 夜間工事の場合、公的受入地への搬出が不可となるので、再資源化施設へ搬出するこ

と。 

(2) 浄水場における沈砂池排砂工事等で発生した土砂は、再資源化施設へ搬出すること。 

(3) 公的受入地・その他の受入地への搬出については、現場外搬出等の①～④での処分が

不可能な場合とし、その際は関係法令の遵守、運搬経路、環境保全上支障がないこと

等のチェックを行うこと。 

 

２）建設廃棄物の処理フロー 

 

土木工事積算運用資料（大阪府都市整備部） 第 13章 建設副産物処理工に準じる。 
 

建 設 発 生 土 の 搬 出 

同一現場内利用が 

可 能 

再資源化施設への 

搬出が可能 

 

設計図書に明示のうえ

現場内流用 

（現場外搬出） 

① コブリスプラス（建設発生土情報交換

システム）の活用 

(JACIC) 

② 50km 範囲内 公共工事等への搬出 

・泉大津ﾌｪﾆｯｸｽ土地活用事業 

 （陸上残土Ａのみ） 

・阪南２区整備事業 

・尼崎ﾌｪﾆｯｸｽ土地活用事業 

③ 再資源化施設への搬出 

④ 50km 範囲内 ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞの利用が可能 

 

 

上記①～④において､経済性あるいは工

事箇所の環境条件等を勘案し､処分先を

決定する 

 

 

 

可能 

公的受入地・その他の受入地への 

搬 出 

道路側溝、水路清掃から排出

された土砂、河川などの浚渫

掘削土等 
Ｙｅｓ 

Ｙｅｓ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

Ｎｏ 

公的受入地・その他の受入地への 

搬 出 
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１―１７ 建築工事の積算について 

 

企業団が発注する建築工事（建築工事のみ、あるいは建築工事が主体となる工事）につい

ては「建築工事積算要領」に従い積算を行い、その際の諸経費体系は以下のとおりとする。 

○上水改良・拡張 ・・・ 国土交通省（水道）の諸経費体系 

○工水改良・改築 ・・・ 経済産業省の諸経費体系 

○上、工水営業費 ・・・ 国土交通省の諸経費体系 

 

「公共建築工事積算基準」に記載されている歩掛は、材料費、労務費、機械経費、小器材

損料費及び下請経費から構成されているが、上記の各諸経費体系の現場管理費の率分には下

請経費に該当する項目が含まれているため、「公共建築工事積算基準」記載の歩掛を使用する

際には、歩掛上「その他」として表記されている下請経費分を控除したうえで使用すること。 

同様に建築工事複合単価を使用する際には、当該単価中には下請経費分が含まれているた

め、その歩掛構成を理解したうえで当該複合単価を使用すること。 

 

１－１８ 家屋調査費（工損調査費）について 

 

企業団が発注する工事における家屋調査費（工損調査費）の計上方法については、「建設工

事積算基準（大阪府都市整備部）【調査・設計業務】◇用地・工損関係 28 地盤変動影響調査

等」に基づき積算することとする。 

 

積算システムにおける計上方法は下記のとおりとする。 

・「Ｄ：国交省経費」（維持管理工事） 

「Ｚ0002 事業損失防止施設費」 

「Ｙ2999 事業損失防止施設費（積上分）」 

「＃0043 家屋調査費（諸経費対象外）」 

「Ｗ0001」調査費（調査委託経費込み）・・・別途積算 

 

・「Ｅ：経産省経費（工水改良・改築）」「Ｆ：国交省（水道）経費（上水改良・拡張） 

「Ｚ0003 事業損失防止施設費」 

「Ｙ2999 事業損失防止施設費（積上分）」 

「＃0043 家屋調査費（諸経費対象外）」 

「Ｗ0001」調査費（調査委託経費込み）・・・別途積算 

 

１－１９ 役務委託等における道路使用許可申請料の計上方法について 

 

役務委託等における道路使用料等の計上については、「安全費（積上分）」として必要回数

分を計上することとし、現場管理費及び一般管理費の対象とする。 

なお、１回あたりの計上額は「申請料÷（１００＋消費税率）×１００（１円未満切捨て）」

とする。 

 

１－２０ ＮＴＴ架空ケーブル等への防護措置に係る費用の計上について 

 

 ＮＴＴ架空ケーブル等への防護措置に係る費用の計上については、次のとおり計上するこ

と。 

  ①共通仮設費の「事業損失防止施設費（積上分）」として計上する。 

②費用については諸経費の対象外とする。 
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（積算例） 

Ⅰ．「Ｄ：国土交通省」（維持管理工事） 

「Ｚ0002 事業損失防止施設費」 

「Ｙ2999 事業損失防止施設費（積上分）」 

「＃0043 防護措置費（諸経費対象外）」（注）  

「Ｗ0001 防護措置費」 

 

Ⅱ．「Ｅ：経産省経費（工水改良・改築）」「Ｆ：国交省（水道）経費（上水改良・拡張） 

「Ｚ0003 事業損失防止施設費」 

「Ｙ2999 事業損失防止施設費（積上分）」 

「＃0043 防護措置費（諸経費対象外）」（注）  

「Ｗ0001 防護措置費」 

 

（注）＃００４３を入力すると名称が「家屋調査費（諸経費対象外）」と表示される 

ため、名称変更で対応すること。 

 

 







 













 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 









 





 



 

 



SUS304 

L1 

 

 

 

L2 

1 1 

  



 

 

L2 

1 1  



 

  



 

 

 

 



 

 

 

 

















 

 

 

   

  
( ) 

P1,P5 6 

 
 

 
( ) 

P1 

 
 

( ) 

P2,P16 17 

 
 

 
( ) 

P2,P24 

 
 

 
( ) 

P2,P18 

 
 

 

 

( ) 

P2,P7 14 

 
 

 

( ) 

P2,P19 23 

 
 

( ) 
P2 

 
 

 

( ) 

P41 42 

 
 

 
( ) 

P2 

 

 

 

 

( ) 

P43  

 
 

 
( ) 

P55 

 

 

 

 

( ) 

P63 66 

   

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   

   

 



 

 



 

 

 

 
   

     

 

 

    

      

    

      

    

      

    

      

    

      

    

      

    

      

    

      

    

      

    

      

    

      

    

      

    

      

 



A
B

C
A

B
C

共
通
仮
設
費
工
場
管
理
費
現
場
管
理
費
一
般
管
理
費

共
通
仮
設
費
の
率
計
算
額
か
ら
除
く

桁
等
購
入
費
（P
C
桁
・簡

易
組
立
式
橋
梁
・ポ
ン
プ
・門

扉
）

共
通
仮
設
費
、
現
場
管
理
費
、
一
般
管
理
費
の
率
対
象
額
か
ら
除
く

諸
経
費
対
象
外
（ス
ク
ラ
ッ
プ
控
除
等
）、
割
丁
字

共
通
仮
設
費
、
現
場
管
理
費
の
率
計
算
対
象
額
か
ら
除
く

（ケ
ー
ソ
ン
の
刃
口
等
、
道
路
標
識
柱
等
の
製
作
費
）

準
備
費
に
含
ま
れ
る
処
分
費
を
投
棄
料
（３
％
）計

算
す
る
た
め
の
調
整

（３
％
を
超
え
た
金
額
の
み
対
象
外
と
な
る
）（
共
通
仮
設
費
の
準
備
費
積
上
分
で
使
用
）

平
成
１
０
年
１
０
月
１
日
よ
り
必
要
な
し

　 水
管
橋
製
作
時
に
お
け
る
材
料
費
の
処
理
で
、
純
工
事
費
よ
り
工
場
管
理
費
対
象
額
か
ら

除
く
。
ま
た
、
輸
送
費
の
処
理
に
つ
い
て
も
同
様
と
す
る
。

鋳
鉄
管
製
作
の
中
で
、
現
場
管
理
費
補
正
対
象
額
か
ら
除
く

（Y
１
８
２
０
配
下
で
使
用
）

現
場
管
理
費
の
率
対
象
額
に
加
算
す
る
た
め
の
処
理

（継
手
を
含
む
鋳
鉄
管
支
給
品
等
現
場
管
理
費
補
正
の
対
象
と
な
る
）

1 D Ｆ E
工
水
（
経
産
省
）

諸
経
費
体
系

上
水
（国

交
省
水
道
）

４－４

⇩ ⇩

×
×

－

平
成
８
年
度
以
降
の
設
計
書

Ⅰ
の
処
理
方
法
と
す
る

Ⅱ
の
処
理
方
法
と
す
る

　

　

　 　

土
木
工
事

維
持
（
国
交
省
）　

　

　
8 9

1
0

1
1

×
○

－
×△ ×

　
　

　

４
－
５
　
＃
０
０
４
０
処
理
比
較
表

1
0

1

1

Ⅰ
「１
」一

般
土
木
の
場
合

1
1

×
－

○
○

影
響
す
る
経
費

1
0

Ⅱ
「
D
・
E
・F
」の

場
合

条
件

欄

内
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
容

1
1

×
－

11

×
○

×
×

1
2

1
×

1
1

2
－ －

1
5

1

×
－

1

△
△

1
1

5

積算基準（土木編）令和８年10月版

　

－

－

－
1

　

－
1

7
－

×

1
6











 

 

 











14 



15 



16 



17 



1
8
 



19 

 

 



20 

 

 

 

 

 

 























 

 1 



 

 2 



 

 3 



 

 4 



 

 5 



 

 6 



 

 7 



 

 8 



 

 9 

 

 

 



 

 10 



 

 11 

 











 



 





















 

 

 

 

 



















 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 









 



 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

PC OA BIM/CIM

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25  

 

 

 

 

35  



 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

4003  

 

1005  

 

 

 

 

 

     

     

 

 

 

 

 

 

 

 

     

    

 

 

 

 

 



 

 

     

    

 

 

 

1  

     

   

  

   

  

 

     

( )  

 

( / ) 19.5 /

 

0.1 2

 

 

30

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

1

 

2  

3

 

4 1

0.1 2 1

 

5

0.5  

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

( )  

30

 

4 16 12 12  

5 11          =    7  

                                             7.9  

15 12 30    0.9  

 

19.5

 

 

8  

 

A 1.2  

 

( )  

 

 

 

 

 

  

30km

1

50km 1 30

 

  



 

 

 

 

  

    100km  

    50 100km  

 

 

 

 

30  

5  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

  

  

  

  

  

  

  

 

  

 

1. 

 

2.  

3.  

4.  

 

 

 

1.  

2.  

3.  

4.  

 

 

  

 

− × ……(1) 
! × ……(2) 

 

  

 

  

 



 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 0.22 

  

  

  

1,500 0.15  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

1. 

 

2. 

 

a.  

b.  

c.  



 

3. 

 

 

  

  

  

  

 

  

  

  

  

  

 

 

  

  

  

  

 

  

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

  

  

 

 

52 4 15

717

25

 

   

  

 2 4

 

 

5 8 11  

  2  

 

2 3 4  

 

3 4 6  

 

 

 1  

  

 2 4

 

 

5 8 11  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

          

          

          

          

          

          

          

          

    

 

      

          

   

 

      

          

          

          

          

          

          

 

 
         

          

 

       

       

  



 

 

 

30km 60km

 

 

       

      2.7 /h h 

 1.5L      

   1    

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

( )  

( ) 10:00 5:00  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8 17

 

20 6 1.5  

 





 

 

 

 

 

 







 

 

 



 



 



 



 

 

 

 



 

 

 





 

 



 







 

 

 

 



 































 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 





８
－
３
０
－
１



８
－
３
０
－
２



８
－
３
０
－
３

８
－
３
０
－
３



８
－
３
０
－
４





 





 

 

 





 









 

 

 

 





















 







 







 

 

 

 











  

  

 

 

 

 

 





積算基準(土木編) 令和８年 10 月版 

８－63 

８－１４－２ ドローン点検 

１．適用範囲 

 本歩掛は、企業団が所有する水管橋において外観観察及び橋台周囲の護岸状況など

の点検業務のうちドローンによる目視点検を併用する場合に適用するものである。こ

の歩掛には従来通りの踏査での目視点検の歩掛が含まれる。 

 諸経費体系は測量とする。 

 

２．施工歩掛 

 

表－１ 打合せ（点検業務前・点検業務後） 

（１業務当り） 

名称 単位 数量 

測量技師 人 1.00 

測量助手 人 1.00 

注）１．現場条件等により、業務中間打合せを別途計上することができる。 

 

表－２ 準備工 

（１橋当り） 

名称 単位 数量 

測量技師 人 0.55 

測量助手 人 0.70 

※ 作業計画書作成、現場下見、関係官公庁への申請業務含む 

 

表－３ 現地点検 

（１日当り） 

名称 単位 数量 

測量技師 人 1.00 

測量助手 人 1.00 

注）１．本歩掛は標準的な水管橋を示す。 

２．標準的な水管橋の作業量は２橋/日とする。 

 

表－４ 報告書作成 

（１日当り） 

名称 単位 数量 

測量技師 人 1.00 

測量助手 人 1.00 

注）１．本歩掛は標準的な水管橋を示す。 

２．標準的な水管橋の作業量は１橋/日とする。 
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３．補正 

 ２．施工歩掛のうち、表－３ 現地点検及び表－４ 報告書作成については表－５補

正係数（口径・延長・補鋼材の有無）を乗じること。（小数点第 3 位四捨五入） 

 なお、フランジ補剛形式は補正しない。 

 

表－５ 補正係数 

項目 条件 補正係数 

口径 φ300 未満  0.9 

 φ300 以上 φ1200 未満 1.0 

 φ1200 以上  1.1 

延長 15ｍ未満  0.8 

 15ｍ以上 30ｍ未満 1.0 

 30ｍ以上 100ｍ未満 1.3 

 100ｍ以上 200ｍ未満 1.4 

 200ｍ以上  5.5 

補鋼材の有無 

（トラス・ランガー） 

なし 1.0 

あり 1.2 

～補正係数の算出例～ 

算出例① 口径：φ200 延長：10.7ｍ 補鋼材の有無：なし 

      0.9×0.8×1.0＝0.72 

算出例② 口径：φ400 延長：32.7ｍ 補鋼材の有無：あり 

      1.0×1.3×1.2＝1.56 

算出例③ 口径：φ1500 延長：238.0ｍ 補鋼材の有無：あり 

      1.1×5.5×1.2＝7.26 

 

４．直接経費 

直接経費は、以下のとおりとし、その他原価の対象外とすること。 

 

(5) 報告書作成費 

直接人件費の２％を計上する。 

 

(6) 打合せ交通費 

車種はライトバン１．５Ｌ（定員５名）とし、日数は以下のとおりとする。 

日数＝２．０＋０．０２×α（水管橋数） 

 

(7) 現地交通費 

車種はライトバン１．５Ｌ（定員５名）とし、日数は以下のとおりとする。 

日数＝α（水管橋数）÷２橋（1 日当り作業量） 
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(8) 報告交通費 

車種はライトバン１．５Ｌ（定員５名）とし、日数は１日とする。 

 

５．単価表 

 

表－６ 打合せ（点検業務前・点検業務後） 

（１業務当り） 

名称 単位 数量 摘要 

測量技師 人  表－１ 

測量助手 人  〃 

 

表－７ 準備工 

（１橋当り） 

名称 単位 数量 摘要 

測量技師 人  表－２ 

測量助手 人  〃 

諸雑費 ％ 11.5 労務費合計 

 

表－８ 現地点検（踏査点検及びドローン点検を含む） 

（１橋当り） 

名称 単位 数量 摘要 

測量技師 人  表－３ 

測量助手 人  〃 

補正係数   表－５ 

ドローン 式 １  

諸雑費 ％ 11.5 対象：労務費の合計 

計   ２橋当り 

１橋当り   計/２橋 

 

表－９ 報告書作成 

（１橋当り） 

名称 単位 数量 摘要 

測量技師 人  表－４ 

測量助手 人  表－４ 

補正係数   表－５ 

計   １橋当り 

１橋当り   計/１橋 

 

 


